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「満州国」における日本レーヨン工場
の賃金管理
—東洋紡績会社の事例研究—
濯 志仁
1 はじめに
本稿の目的は東洋紡績会社安東工場（以下．東洋紡安東と省略）を通じ
て．戦間期中国東北・「満朴l国」（以下．カッコをとる）における日本紡績
企業のレーヨン工場の賃金システムを明らかにすることにある叫
明治の開国以来， 日本企業の海外進出は日本の国是であり官民をあげて
取り組んだ。とりわけ1911年以降 日本紡績企業は中国への投資を急速に
拡大し，従来の輸出企業から海外生産企業へ発展し．中国における沿岸都
市から東北• 満1'-1国へ集中した叫このような海外生産は資本の進出だけ
ではなく，同時に近代的な技術，合理的な経営方式の移転でもあった。
これらの日本紡績企業は，中国で拡大する民族紡績企業，既存の英国紡
績企業との激しい競争に直面した3)。そうした企業の中には，近代技術．
合理的な経営方式を海外へ移転していったものも少なくない。このため．
戦前の中国における日本紡績企業の生産活動は合理的な経営方式の移転の
1)東洋紡績株式会社社史編集室『百年史東洋紡（上）』東洋紡株式会社. 1986年，
362頁。
2)高村直助『近代日本綿業と中国』東京大学出版会， 1982年， 222頁。
3)桑原哲也『企業国際化の史的分析』森山書店， 1990年， 1頁。
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側面を論ずることなくして，理解することはできない。
戦前の中国における日本紡績企業の経営にかんする研究には，従来2つ
の流れが存在した。その 1つの流れは 日本紡績企業が日本国内と同様，
資本，技術，販売組織で優位であったため， 生産金融，流通のいずれの
面において中国民族紡績企業に競争優位を持っていたことである。すなわ
ち， 日本紡績企業は日本本社から豊富な運転資金を与えられ， 日本で行な
ってきた管理方式を実施したという見解である。たとえば，近年の研究で
は，副島 (1972), 清川 (1974), 高村 (1982), 桑原 (1990),築 (2001)
などの業績はその代表的なものであった4)。さらにこれらの研究は中国に
おける日本紡績企業の経営状況，利潤の視点を強調し， 日本紡績企業は中
国民族紡績企業とは対照的に，利潤を極力増加させるという意味での合理
性を発揮し，同時に流通・金融などの関係部門を担う日本資本と組織的に
連携して，相互の利益を図り合っていたという事実をも強調した。
もう 1つの流れは，満朴l国における日本企業の経営にかんする研究には．
満州鉄道株式会社（以下．満鉄と省略）を対象とした研究がほとんどであ
った5)。近代日本の対外投資が本格化したのは植民地帝国が形成された日
露戦争後であるが．それ以降第 2次世界大戦での敗戦にいたるまで，満
朴lはほぼ一貰して日本の最大対外投資先であり続けた。しかも量的に大き
いのみならず．直接事業投資・借款等の投資形態の多様性．国家資本と私
的資本の独特の連携．中小資本の大量進出など．質的な観点からみても満
4)副島闘照「日本紡績業と中国」『人文学報』（京都大学）第23巻. 1972年。高村匝
助『近代H本綿業と中国』東京大学出版会. 1982年。清川雪彦「中国綿工業技術の
発展工程における在華紡の意義」「経済研究』(-橋大学）第25巻第 3号. 1974年。
桑原哲也『企業国際化の史的分析』森山書店, i990年。築玉璽「青島における日本
紡績業の労働者構成とその管理」『経営史学』第35巻第4号. 2001年などがあった。
5)安藤彦太郎『満鉄』御茶の水書房, 1965年。満朴l史研究会編『H本帝国主義下の
満州』御茶の水書房， 1972年。浅田喬ニ・小林英夫編『日本帝国主義の満州支配』
時潮社. 1986年。その他．松本俊郎『「満朴l国」から新中国へ」名古屋大学出版会．
2000年などがあった。
「満州国」における日本レーヨン工場の賃金管理（濯） (439) 135 
州は対外経済進出の代表的地域とみることができる6)。そのなかで満鉄は
きわめて大きな比重を占めていた。
これに比べると，その重要性の割にあまり知名度が高くない日本紡績企
業のレーヨン工場にかんする研究がほとんどない。中国東北・満州国を除
く上海青島，華北の日本企業を研究対象として取り上げた研究が多い。
それらはいずれも日本紡績企業の経営史を対象としたものであり， 日本紡
績企業のレーヨン工場の現地生産活動を踏まえた研究ではない。
また，既存の研究は， H本紡績企業の現地経営史としても， 日本親会社
の社史を重要な典拠としているが他の史料や当時のエンジニア，ミドル・
マネジメントの日記からみると，それらとはまた違った分析が可能となる。
そこで，本稿で明らかにするように，中国東北・満州国おける日本紡績
企業のレーヨン工場とレーヨン業の発展との間に強い関連があり，優秀な
人材の派遣，最新鋭の機械設備，合理的な管理制度の移転など日本レーヨ
ン工場は大きな競争優位性を持っていたと考えられる。新たな資料をもと
に東洋紡安東のレーヨン工場の経営実態と特質を，賃金システムから明ら
かにすることが本稿の課題である。
さて，方法論的には一次資料を採用している。中国東北• 満朴I国におけ
る東洋紡安東の経営実態を解明するうえで，時間軸に沿った変化過程にか
んする分析を行なうことは有用である。本稿では1939年から1945年までの
東洋紡安東の経営実態や1945年から1956年までの復旧経過について， 日本
人技術者が記録した未公開の作業記録， 日記，調壺資料などを中心に利用
することができた叫これらの未公開の資料へのアクセスが，筆者が本当
に協力させてもらえているかを知る試金石でもあった。
6) これに関して金子文夫の『近代日本における対満朴l投資の研究』近藤出版社，
1991年には 日本の対満朴l投資の全容をマクロとミクロの両面からとらえ，鉄道と
金融を基軸として対満州投資の構造と機能，その段階的変容を検討すると同時に，
対満）+I経済進出の全体像とその限界を明らかにしたといえる。
7) 1950年代末東洋紡安東工場の再建に留用された日本人経営者・技術者が日本に引
き上げた後 H本人経営者・技術者が記述した現場作業・ 実験記録， 日誌などの／
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2 工場組織
2.1 作業組織
一般的には中国における日本紡績企業の工場組織は地域によってことな
る。たとえば中国青島の日本紡績企業の工場組織は事務部と工務部，あ
るいは工場部と営業部で編成されており，上海における日本紡績企業のエ
場組織は事務部，商務部，工務部の 3部で編成されている8)。しかし，東
洋紡安東の工場組織は工場部門と事務部門の 2部で編成され，その工場部
門の作業組織の編成はつぎのとおりである。
工場長（日本人 1名）ーエ務長（日本人 1名）一副主任（日本人2名）
一注意係（日本人2名）と主席工務係（日本人 1名）ーエ務係（日本人3
5名）一班長（中国人）一労働者（中国人）
なお，工場部門には日本人工務係35名のほかにも，中国人工務係 3名が
いることが判明した。中国人工務係 3名がいずれも日本人工務係の指揮下
に置かれている。しかし，中国人労働者を工務係に登用したことが日本紡
績企業でも珍しいことといえる。
労働者の編成は表 1で明らかなように，中国人労働者は1539名で，中国
東北， とりわけ満朴l国の出身者がほとんどである9)。中国人労働者はエ人，
／史料は門外不出の資料として梢案室に保管されている。それらを複写したとの箪者
の要望に対して，室長の隙娼女史が同社共産党書記長に問い合わせた結果．担当者
の監督の下で複写してもよいとの許可を得た。東洋紡安東におけるレーヨン工場と
紡績工場の全労働者に関するデータ (2冊），坂野威夫技師長をはじめ日本人経営
幹部・技術者の日記・筆記 (9冊）．現場作業記録 (7冊），実験記録データ (7冊）
など合計約 2千枚を複写することができた。
8)前掲論文「青島における日本紡績業の労働者構成とその管理」, 70頁。
9)岡部利良『旧中国の紡績労働研究』九朴1大学出版会， 1992年， 406頁。
性別
男
女
計
「満州国」における日本レーヨン工場の賃金管理（溜）
表1 東洋紡安東の労働者構成
レーヨン 紡績 事務 日本人
544名 340名 154名 94名
185名 446名 39名 75名
729名 786名 195名 169名
出所：東洋紡安束の内部資料より作成。
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合計
1038名
670名
1708名
労工，奉仕工で構成されている。エ人は農村から徴用された農民であり，
労工は都市から徴用されたものであり，奉仕工は徴兵に不合格した国兵（軍
人）と学生であった10)。なお，中国における多くの外国資本企業が採用し
た請負制度は，東洋紡安東にも導入されている。これに対して， 日本人労
働者は169名，男性は94名，女性は75名であった。日本人労働者は 4ヶ月
の赴任準備を経て東洋紡績の岩国工場，敦賀工場，堅田工場からそれぞれ
赴任した叫
東洋紡安東の第 1工場（レーヨン）では24時間 3交代制，第 2工場（ス
テープルファイバー）では 2交代制を採用し，労働編成は昼間，深夜間，
夜間と昼間と夜間に分かれて編成されていた。表2は1938年11月16日に制
定した食事時間制度であり 3交代制と 2交代制の食事時間はつぎのとお
10)安東人造繊維廠「梢案」第 2巻第51号， 5頁。
11)安東人造繊維廠「坂野威夫日記」日字（日本語）第25号 (1955年1月14日）には，
東洋紡敦賀工場と堅田工場から赴任した日本人労働者は滋賀県米原から急行 3等で
山口県下関へ赴いた。さらに 日本人労働者の満州国への赴任準備については次の
ように詳細に記していた。
1. 予防（チフス予防注射及び然痘ヲナシソノ証明書ヲ保持スルコト） • 2. 携帯品：
日用見廻品（シャツ・ズボン・作業服・靴下• 手袋• 履物etcヲ出来ルダケ多ク持
参スルモ新品ナラザルコト），書籍雑誌類,Scale (米制）ハ持チ込ミ相ナラヌ，荷
物ハ「チッキ」ニテ送ルコト，頑固ナル荷造ヲナスコト.3. 名刺ヲ作成ノコト.4. 
荷造ノ内容明細ヲ記入シオクコト.5. 旅費及び支度金（独身者50円．妻帯者70円支
給旅費25円78銭）.6宅行（各係都卜打合セ．便宜ヲハカル） • 7. 暴飲暴食ヲ避ケ健
康の保持に努イルコト.8. 兵役関係者（外地在留届ヲ所属連隊区司令官宛テ提出ス
ルコト） • 9. 「マスク」ヲ持ッコト。 10.自転車ハ「チッキ」ニテ送リ得ルコト.1.
洋服類ハ持参シテ可.12.金製品ハ持チ込ミ厳禁.13.細心ナルコト。
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表2 食事時間制度
朝 食 昼 食 夕 食
先 5.30-6.00 11.00-0.30 5.00~5.30 
3交代 中 8.00-8.30 uo~z.oo 6.00~8.00 
後 6.00~6.30 11.00~0.30 5.30~6.00 
先 7.30-8.00 2.00~2.30 7.00~7.30 
2交代
後 8.00-8.30 1.30-2.00 7.30~8.00 
出所：内部史料より作成。
りである。
2.2 レーヨンの生産工程
レーヨン工場における生産工程は原液工程，製糸工程，後処理工程，回
収工程原動設備で編成されている12)0 
原液工程はパルプ，解包，浸潰・圧搾，アルカリセルロース，粉砕，輸
送，硫化・溶解， ビスコース，濾過・熟成・脱泡で構成され，木材パルプ
を原料とする製紙業の技術にとりくむうちにセルロースを苛性ソーダに溶
解し，二酸化炭素を加えることによってビスコース液をうる工程である。
その主要な設備は東洋紡績堅田工場の設備を使用している。原液工程の設
計は東洋紡績の最新鋭工場岩田工場をモデルに平屋式を採用している 13)。
ビスコース原液をつくりだす二硫化炭素の製造工場は安東化学株式会社，
硫化ナトリウムの製造工場は江南化学株式会社によってそれぞれ建設され
た14)。
製糸工程は紡糸と紹繰を構成され，その標準動作は東洋紡績敦賀工場を
12) レーヨンは木材パルプを原料にして，水酸化ナトリウムでアルカリセルロースに
して，これを一定温度で保持し，硫酸一硫酸亜鉛一硫酸ナトリウムから子凝固液に
押し出してレーヨンにする。これに関して詳しくは上野和義•朝倉守•岩崎謙次『繊
維のおはなし―天然繊維から機能繊維まで一』日本規格協会， 1998年を参照のこと。
13)安東人造繊維廠『安東人繊工場技術管理法草案』安東人造繊維廠， 1954年 1月7
日， 2頁。
14)同上， 3頁。
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モデルにしていた。たとえば，紹繰の標準動作は「糸條ノ継目ハ尻尾卜頭
ノ捲キ込ミ麻紐ニテ完全二結ブコト。麻紐ノ結ビ方ハ後カラ解キ易キ様結
ブコト。糸條ノ太サノ同ジモノヲ結ブコト。交換スル糸條ノ本数ハ規定数
ヲ厳守ノコト。糸條ハ互二交叉セザル様平行二進ム様ニスルコト。糸條モ
ツレ或ハ糸下敷二依ル引張リハB-m/c停止。糸條ハ僅少タリトモ大切二。
糸條ノ長時間放置ハ品質不良ノモト。フック及糸道ノ屑糸ハ常二除去清掃
のコト。鋏麻紐ハ大切二置キ忘レヌ様。糸條ヲモッタ指手ニテ目ヲコラ
スコト。床面ハ常二清掃シ不要品ハ場外へ持去ルコト。キャリヤー，吹出
ロヨリ出ル新鮮ナル空気ニアタルコト。」としていた15)。後処理工程は水洗•
脱硫・ 水洗•上湘，脱水，切断，解棉，乾燥で構成されているが，乾燥エ
程の後に放置工程を増設していた。当時東洋紡安東に勤めていた張守基氏
は，品質向上のために放置工程が増設されていたと述べている。
回収工程は酸回収とソーダ回収からなる。原動設備はボイラー，発電機，
冷凍機を主要設備としていた。
図1 東洋紡安東のレーヨン工程
l+ IB]}--亨-三叫亨三□
正I硫化・溶解卜—日ビスコースト—日濾過・熟成・脱泡
水洗・脱硫• 水洗• 上油
製品
出所：東洋紡安東 (1941年）の第00015号より作成。
こうして1941年3月10日には東洋紡安東のレーヨン生産が本格的に開始
され． 日産は 6トンを達成した。ちなみに， 1945年8月16日に国民党政府安
東省の命令により生産を停止するまでに日産は10万を超えるにいたった16)0 
15)前掲書「坂野威夫日記」日字第25号, 41-42頁。
16)前掲書『安東人繊工場技術管理法草案』. 2頁。
140 (444) 第 48 巻 第3・4号合併号
3 賃金システム
3.1 賃金形態
戦前・戦間期における中国国内の中国紡績企業と日本紡績業の賃金につ
いては，時間給，出来高給，半日給と半出来高給などの制度を採用し，原
動力供給部門の保全工，紡績部門の混打綿工，役付工，見習工，臨時エな
どは日給制，紡績部門と紡布部門の本工は出来高給制を適用していた17)。
しかし，東洋紡安東の工場部門では労働者の技能，あるいは労働者の熟練
程度によって同一工場内でも日給と請負給の 2つの制度を採用していた。
さて，労働者に対してどのような賃金管理を行っていたのかを工場部
門と事務部門にわけてみていく。
まず，工場部門における日給制度からみていく。 1943年10月に制定され
た賃金規定では，男性労働者と女性労働者は年齢を基準につぎのように支
給されていた18)。男性労働者において， 15歳は70銭， 16歳は72銭， 17歳は
74銭 18は76銭 19歳から20歳は77銭 21歳から23歳は90銭 23歳から24
歳は100銭 25歳以上は110銭であった。女性労働者においては， 15歳は60
銭 16歳は61銭 17歳は62銭 18歳は63銭 19歳は64銭 20歳は65銭， 21
歳は66銭 22歳以上は67銭であった。
日給工は入社後， 3ヶ月ごとに男女とも 5銭が増額されていた。 1年後
には10銭， 2年後には15銭， 3年後には 5銭がそれぞれ増額されていた。
このH給エの初給から男性労働者間に 1歳ごとに 2銭が増額されていたた
め，大きな格差はみられなかったが，男女労働者間には平均初給の差が10
銭と大きな格差があったことが明らかになった。当時における中国国内の
日本企業と中国企業の賃金を比較してみよう。たとえば，平均日給は日本
17)前掲書『旧中国の紡績労働研究』, 409頁。
18)安東人造繊維廠「坂野威夫日記」日字第28号， 1955年 1月15日， 37頁。
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国内75,5銭中国上海の日本人紡績企業51,8銭，中国青島の日本紡績業49,5
銭であった叫すなわち，東洋紡安東の労働者の賃金は僅かの差で日本国
内の紡績企業に及ばなかったが，中国における日本紡績企業と中国紡績企
業のそれらよりもはるかに高かったように思われる。
つぎに，請負給についてみてみる。請負給は個人請負給と共同請負給が
あり，いずれは繰揚，紹繰，精練，乾燥，括場，荷造の工程を主として実
施していた。請負給は半日給工に取って代わったものであった。女性請負
工の場合には，満16歳未満の半日給は43銭，満16歳以上の半日給は45銭で
あった。女性日給エ16歳未満が60銭，満16歳が61銭であったのに比べて，
女性請負エが高かったことが明らかになった。
また，請負給は10等級に分けられている。各等級におけるエ賃率は製品
別にことなっていた。表3で示しているように，紹揚請負工は製品別に 1
本紹.1等エ・ 2等工.3等工.4等工.5等工.6等工.7等工.8等
工.9等エ・ 10等工に分けられ，各等工のエ賃率もそれぞれことなってい
たのである。
表3 認揚請負工賃率表
銘柄 1本紹 1等工 2等工 3等工 4等工 5等工 6等工 7等工 8等工 9等工 10等工
孔300 6 1.69 1.62 1.56 1.51 1.46 1.42 1.38 1.34 1.31 1.28 
孔250 7 1.94 1.87 1.80 1.74 1.69 1.64 1.59 1.55 1.51 1.48 
孔200 8 2.00 1.93 1.86 1.80 1.75 1.70 1.65 1.61 1.57 1.54 
孔150 10 2.25 2.18 2.12 2.07 2.02 1.98 1.94 1.90 1.86 1.83 
孔120 11 2.36 2.29 2.23 2.17 2.12 2.07 2.03 1.99 1.95 1.92 
孔050 10 2.50 2.42 2.35 2.28 2.22 2.16 2.11 2.06 2.02 1.99 
金150 11 2.19 2.10 2.04 1.99 1.94 1.90 1.87 1.84 1.81 1.79 
金120 12 2.40 2.32 2.26 2.19 2.14 2.09 2.04 2.00 1.96 1.93 
金075 13 2.58 2.52 2.46 2.40 2.35 2.30 2.25 2.19 2.14 2.10 
金040 10 3.30 3.22 3.14 3.07 3.00 2.93 2.87 2.81 2.75 2.70 
慎150 10 2.20 2.13 2.03 2.01 1.96 1.91 1.87 1.83 1.79 1.76 
出所：内部史料より作成。
19)前掲論文「青島における日本紡績業の労働者構成とその管理」， 73頁。
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共同請負給はステープルファイバーにおける荷造工程と包装材料準備工
程を主として実施していた。共同請負給における平均日収は男女とも同じ
方法により算出されていた20)。たとえば，ステープルファイバーの男女悔
造請負工平均日収の算出式はつぎのとおりである。
荷造工総日給ー（平均日給xプレスエ人員）＋プレスエ総日収
前遣工総人員
前述しているように，共同請負給は個人請負給と同様，半日給エに取っ
て代わったものであった。この請負給の制度実施後，少なくとも人員削減
において効果があった。半日給では荷造工程に男エ30名と女エ23名が必要
であったのが，請負給制度では男性請負エが21名，女性請負エが19名とな
ったのである。
一方，事務部門の職員賃金は基本加俸を主としていた。基本加俸は会社
が決めている基本賃金のことである。その基本加俸は身分別（職務）に支
給していた。表 4で示しているように基本加年俸における最高職務に
260,00銭を支給し，最低職務に65,00銭を支給していたことがわかった。基
本加俸のほかに，家族手当と別居手当があり，基本加俸の30%を占めてい
た。しかし 日本人労働者と満州労働者の基本加俸に区別があった21)0 
3.2 労働者の諸手当
一般には日本紡績企業の賃金は基本給と附屈給に分けられ，附属給とし
ては時間外手当，精勤賞物価手当，期末賞与の 4種類があった22)。東洋
人絹の手当規定には物価，作業，被服，扶養家族，暖房用燃料費，時間外
勤務，長時間勤務，夜勤，精勤賞，賞与，特別などがあったが，工場部門
20)前掲書「坂野威夫筆品」 El字第29号， 67頁。なお．ステープルファイバー荷造請
負のプレス［総日収はつぎのように算出される。ブレスエ総13収は (2001 b俵当
荷造数x賃率）＋（プレスエ半日給xプレス」］．人数）である。
21)前掲書「坂野威夫筆記」日字第28号， 48頁。
22)前掲論文「青島における日本紡績業の労働者構成とその管理J.72頁。
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表4 事務部門の賃金（単位：銭）
身 分 基本加俸 家族手当 別 居
2 260,00 88,33 66,00 
3 235,00 78,33 58,00 
4 205,00 68,33 50,00 
5 185,00 61,67 44,00 
6 170,00 56,67 40,00 
7 155,00 51,67 36,00 
8 145,00 48,33 34,00 ， 135,00 45,00 32,00 
10 125,00 41,07 30,00 
11 115,00 38,33 28,00 
12 105,00 35,00 26,00 
雇 員 95,00 31,07 24,00 
実習生 80,00 26,67 20,00 
見習生 65,00 21,67 16,00 
出所：内部史料より作成。
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の手当規定として作業被服精勤賞与，特別を確認することができた。
作業手当は労働者の働く作業部門における作業の技術的性質と労働状況に
よって規定されるので，個々の作業工程をみていく必要がある。そこでエ
場部門における第 1工場（レーヨン）と第 2工場（ステープルファイバー）
における個々の生産工程をとりあげていく。
前述するように． レーヨンの生産工程は原液工程，製糸工程，後処理工
程回収工程．原動設備で編成されている。 1942年8月1日に施行された
第1工場と第 2工場における生産工程の手当はつぎのとおりである2,:)0 
まず， レーヨンにおける原液工程では，浸潰5銭，硫溶室10銭，硫溶保
全 10銭老成 5銭タンク掃除10銭原液保全 5銭であった。紡糸工程
では，台持35銭，酸溶15銭，紡糸保全20銭，酸溶保全15銭，ポット係20銭，
紡口係15銭．ポンプ係20銭であった。繰糸工程では，給片室10銭．保全5
23)前掲書「坂野威夫日記」日字第28号， 42頁。
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銭であった。精練では保全5銭であった。精密工程ではポットモーター 5
銭ポンプ 5銭であった。なお，紡糸台持ちに特別手当を支給していた。
たとえば， 5回N2交換は15銭 6回N2交換は40銭であった。
つぎに，ステープルファイバーにおける原液工程では，浸潰 5銭，硫溶
室10銭硫溶保全10銭タンク掃除10銭，原液保全5銭であった。紡糸工
程では，台持35銭，糸供給35銭，酸溶15銭，紡糸保全20銭，酸溶保全15銭，
紡口係20銭ポンプ係20銭であった。繰糸では給気室10銭，保全 5銭，精
練保全 5銭であった。
被服手当では原液工程は 3 銭~5 銭，精錬工程ではチャージサイド15銭，
ロットチャージ15銭機械見廻 5銭薬品溶解 5銭，乾燥（夏期） 5銭，
薬品受人 5銭，屑糸精練（乾燥を除く）では男性 5銭，女性 3銭，紡糸工
程では台持及び集束機工25銭，酸タンク・分析• 酸回収20銭，紡糸保全と
ポンプ保全20銭，ポンプ修理 5銭，マントル交換20銭，ポンプ調整15銭，
ノズル室では男性 5銭，女性 3銭であった。
さらに，技術の性格によって最低と最高の保障手当が設けられていた24)0 
たとえば紡糸室・集束機工では最低保障手当は20銭最高保障手当は25
銭であった。酸分析と酸回収では最低保障手当は15銭，最高保障手当は20
銭ノズル室では男性は 5銭女性は 3銭マントルでは男性は15銭，女
性は 3銭ポンプ調整は10銭．ポンプ修理は 5銭であった。
事務部門には工場部門の手当に加えて，家族同居と別居の手当が支給さ
れていた。家族同居には最高95銭と最低65銭を支給し，家族別居には最高
75銭と最低45銭を支給していた。
その他には，扶養家族手当もあった。扶養家族手当は扶養者 1名につき
5銭暖房用燃料費は11月から 3月まで 8銭，時間外勤務手当は早出 1時
間以上，居残 2時間以上に限って 1時間につき0,50銭，長時間勤務手当は
10時間を超える 1時間につき0,50銭，夜勤手当は，社員以上の場合に 2交
24) 同上， 10頁。
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表5 事務部門の手当（単位：銭）
身分 家族手当 別居
2 95,00 75,00 
3 95,00 75,00 
4 95,00 75,00 
5 95,00 75,00 
6 85,00 65,00 
7 85,00 65,00 
8 85,00 65,00 ， 75,00 55,00 
10 75,00 55,00 
11 75,00 55,00 
12 75,00 55,00 
雇 貝 75,00 55,00 
実習生 65,00 45,00 
見習生 65,00 45,00 
出所：内部史料より作成。
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代は一夜につき 2銭， 3交代は 1銭であった。雇員以下の場合に 2交代は
一夜につき1,60銭 3交代は0,80銭であった。被服手当は紡糸関係と二硫
化は10銭原液，精練その他は 3銭であった。
精勤賞は欠勤者に対して物価手当の差し引いた部分を精勤者に与える制
度のことである。たとえば，皆勤は 3銭 1日欠勤は 2銭， 2日欠勤は 0
銭 3 B欠勤は物価手当から 1銭を差し引き， 4日欠勤は 2銭を差し引い
た。
時間外勤務手当では早出 1時間以上，居残り 2時間以上を0,50銭とし，
長時間勤務手当では10時間を超えると 1時間につき0,50銭とした。夜勤手
当では社員以上は 2交代 2銭， 3交代 1銭，雇員以下は 2交代1,6銭， 3 
交代0,8銭とした。被服手当は最低3銭最高10銭としていた。
その他には， 1943年に 4月10日に制定した出張手当もあった25)。しかし，
25)安東人造繊維廠「坂野威夫日記」 H字第21号， 1955年1月25日， 65頁。出張手／
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基本的にこの出張手当は満朴I労働者ではなく， 日本人労働者を対象に制定
されたと思われる。
4 結論と今後の課題
4.1 発見事実
以上の事例分析では東洋紡安東における賃金制度とその管理を工場部
門と事務部門にわけて記述してきた。その結果，つぎのような発見事実が
明らかになった。
第 1に，戦前・戦間期における中国国内の中国紡績企業と日本紡績企業
では時間給出来裔給半日給と半出来高給などの制度を導人していたの
にたいして，東洋紡安東では日給と請負給を採用していたことが事例研究
で明らかになった。しかも，中国国内の日本紡績企業と中国紡績企業では，
原動力供給部門の保全工，紡績部門の混打綿工，役付工，見習工，臨時エ
などは日給制，紡績部門と紡布部門の本工は出来高給制という画ー的な制
度で適用させていた。しかし，事例の中で明らかにされているように東
洋紡安東では部門と職務の垣根を超えて日給制と請負制を導入させていっ
たのである。
第 2に，中国における青島の日本紡績企業と中国民族紡績企業では経
／当規定は1943年4月10日に制定され，具体的にはつぎのとおりである。
日本内地，朝鮮，台湾，樺太及び南洋群島内
等級 身分 汽車賃 汽船賃 宿泊料 日当
1 直役 1 1 24 10 
2 1-2 1 1 18 7 
3 3-5 2 1 15 7 
4 6-8 2 1 12 6 
5 9-10 2 1 11 6 
6 11-12 2 2 10 5 
宿泊料増額：朝鮮，台湾，樺太，南洋群島 20% 
大阪東京，京城 30% 
寝台使用増額：宿泊料の40%(60%ニテ支給シエザルトキ）
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験就業期間，熟達程度作業環境などによって多少の格差が設けられて
いたが，男女労働者間に基礎賃金率差は設けられていなかった。しかし，
東洋紡安東における男女労働者間に大きな格差が設けられていたことが事
例で明らかになった。
第 3に，それにもかかわらず，東洋紡安東における男女労働者の賃金は
僅かの差で日本国内の紡績企業に及ばなかったが，中国における日本紡績
企業と中国紡績企業のそれよりはるかに高かったのである。満系労働者は
賃金では日系労働者と同様に扱われていなかったことも事例研究で明らか
になった。
第4に，前述していたように，一般には中国国内の日本紡績企業の賃金
は基本給と附属給に分けられ，附属給としては時間外手当，精勤賞，物価
手当，期末賞与の 4種類があった。しかし，東洋紡安東では諸手が部門に
よって異なっていた。事務部門には物価手当，被服手当，扶養家族手当，
暖房用燃料費，時間外勤務手当，長時間勤務手当，夜勤手当，精勤賞，賞
与，特別手当などがあり，工場部門には物価手当，作業手当，被服手当，
扶養家族手当，精勤賞，賞与，特別手当などがあったことが事例で確認す
ることができた。
そして，東洋紡安東の事例分析から得られたこれらの発見事実は，つぎ
のような含意を持つものと筆者は考えている。
4.2 事例の持つ含意
冒頭で述べたように戦前・ 戦間期における中国国内の日本紡績企業の
経営に競争優位という側面からアプローチした研究者の多くが，資本，技
術生産設備などの点でどのような競争優位性を構築するかという問題を
考えてきた。そこでは， 日本紡績企業は日本本社から豊富な運転資金を与
えられる一方， 日本で行ってきた管理方式を実施したという仮定が一般的
理解として共有されてきた。すなわち， 日本紡績企業は中国民族紡績企業
と対照的に，利潤を極力増加させるという意味での合理性を発揮し，同時
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に流通・金融などの関係部門を担う日本資本と組織的に連携して相互の利
益を図り合っていたのである。しかし，本稿で示した発見事実は 日本的
労務管理．中でも賃金管理の 1つの特徴ともいうべき標準的生産費保障と
いう面での配慮を図ることで， このような競争優位性をもつことができる
可能性を示したと考えることもできる。
一般的に，戦前・戦間期における中国国内の日本紡績企業にかんする研
究では日本紡績企業の現地工場では現場第一線管理者をふくむすべて
の管理的職位に日本からの派遣社員を送り込んで，かれらを通じて， 日本
で開発され，改良され，蓄積されたノウハウを中国へ移転することに集中
していたが本稿で示した事例は，賃金システムの設定にあたり，純然た
る仕事給ではなく，労働者にとってのいわば既得権としての個人給の部分
を保障する要素を組み人れる必要性を示している。この事例では東洋紡
安東が設立当初から現地工場へ最低と最高の保障賃金と保障手当の設定を
積極的に行ってきた。このことから． 日本レーヨン工場とレーヨン業の発
展との間に強い関連があり，優秀な人材の派遣，最新鋭の機械設備，合理
的な管理制度の移転などに大きな競争優位性を持つようになったことが伺
える。そして，このような点を明らかにしたのが 日本紡績企業の現地エ
場の競争力の源泉を賃金システムの役割を通じて浮き彫りにしたことであ
ったのである。
4.3 今後の課題
今後の課題として以下の点が指摘できるだろう。
本稿の事例は，基本的に賃金システムにかんする記述が中心となってい
る。したがって，その実際の運営の部分がどのようになっているのかとい
う点にかんしては触れられていない。ここに，今後研究を行なう上での 1
つのキーポイントがあるように思われる。
基本的に，これまでの研究で中国国内の日本紡績企業の労務管理の具体
例としてあげられてきたのは，労働者が働く産業部門の技術的特殊性と彼
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らの労働のあり方の後進的特質によって，賃金システムがことなるという
点に関するもので26)' そこでは，たとえば桑原 (1990) にみられるよう
な個別企業に踏みこんだ研究はほとんどなかった。この点に今後注目して
いくことが必要であると筆者は考えている。
事例の中でもすこし触れたが，この請負給の制度実施後，半日給では荷
造工程に男エ30名と女エ23名が必要であったのが，請負給制度では男性請
負エが21名，女性請負エが19名となったのである。人員削減の点において効
果があった。しかし，賃金システムが工場の成果，すなわち生産性と品質に
どのような影響を与えたのかについては分析していない。したがって，今後
はこれらの問題もふくめて，さらに明らかにしなければならないのである。
東洋紡安東の労働者の賃金は僅かの差で日本国内の紡績企業の賃金に及
ばなかったが中国における日本紡績企業と中国紡績企業のそれよりもは
るかに高いことが事例で明らかになったが，東洋紡安東における高い労働
生産性が可能になったのかすなわち，高い労働生産性を労働量と高い賃
金でカバーしているのかについては触れられていない。ここにも，今後研
究を行なう上でのもう 1つのキーポイントがあるように考えられる。
本稿の事例分析から導き出された結果は， 1企業のデータに依拠したも
のであり，当然ながら，このような結果を一般化することができない。東
洋紡安東の事例をさらに深く掘り下げていくと同時に，他社の事例との比
較分析も行っていくことによって，その一般化が可能になるものと考えら
れる。
付記
本稿にかんする一次資料の収集にあたって，中国遼寧省丹東化学繊維集団有
限公司の飽花〖沿、経理，同公司共産党委戻会の王侠副廿氾長から梢案室に保存
されている日本人技術者が記録した未公開の作業記録 ・B記・調査史料など一
次史料のコピーの許可を得ることができた。深く感謝申しあげます。
26)たとえば桑原 (1990), 架 (2001)の研究を参考のこと。
